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労災補償制度は、無過失責任主義の導入による民法上の損害賠償責任の拡大適用から、独自の使用者責任法制の確
立、それを保険化する労災保険制度の整備へと進展してきたが、この間において労災補償責任の本質把握について多
くの議論がなされてきた。大まかにいえば、戦前においては、民法上の不法行為責任の延長としての無過失責任とみ
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序個別的使用者責任制における労災補償の本質とその補償原理、補償構造
労災保険における補償原理の転換
社会保障としての労災保険における労災補償の本質とその補償榊造
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一一
る見解が強かったが、戦後は、労災補償立法が整備されたこと、および労働法学の水準の向上により、社会的事実と
しての労働災害の特質と、これに対する補償の労働法的性格が強調せられ、これを労働法独自のものとして民法上の
不法行為責任と切り離す見解が支配的となった。すなわち、労働災害は企業に内在する危険の体制的発現であること、
それが使用者の労働者に対する支配関係を媒介として生じること、および災害の結果が労働者の生存上の問題となっ
てあらわれることなどから、これに対する補償には、単なる偶発的事故による自由、対等な市民間での損害賠償とし
ての民法上の賠償責任に対するいちじるしい特質が見出されたので延墨・
ところがここから学説は大別してさらに一一つに分かれ、民法上の損害賠償とは異るが、なお何らかの意味での損失
のてん補とみる説（損失てん補説）と、それをこえて、労働者の生活保障であるとする説（生活保障説）とが対立す
（２） 
る。前説では企業危険の観念や、労働災害が使用者の労働者に対する支配関係を媒介として生ずる点を重視するが、
後説は災害が労働者にもたらした生活上の危険を重視し、これに対する生存権保障の観点を強調する。この生存権保
障の観点からは、災害が業務上生じたか否かはさしたる重要性をもたないから、後説によれば労災補償制は社会保障
制度の一環として理解される傾向が看取され麩起、前説はこれに根強い抵抗を示す。
このようにして、現時点においてはこの一一つの見解をめぐる労災補償の本質論が労災補償理論における大きな論点
となっている。損失てん補説も労働者の生活保障の観点を無視しているわけではなく、また生活保障説も使用者の責
任の面を全く閑却するわけではないから、その差は微妙である。またより損失てん補であることがより生活保障とな
（４） 
る意味で、両者は機能的共通性をもつから、両説の対立は観念的論議であるかのようにもみ重える。しかし、たとえば
災害の業務上性の認定のごとき法の解釈・運用の問題においてまた立法論的観点から補償内容や補償形態を構想す
（５） 
るについて、この両説のいずれをとるかは無視できない重要性一とｊｂっている。
しかしながら、労災補償の本質や性格は超歴史的、超法規的に与えられるものではなく、その時点におけるその国
の立法形態に大きく依存する。しかもこの立法形態はたえず変動し、発展をとげつつある。そして今日における世界
の発展の動向は、「責任から社会保障へ」（一〕の一四門⑦ｇｏ口笛宮一鼠、言」の』一色鱗の①日晨のｏｎ冨一の）をもって示される
ことは否定できない。労災補償立法の進展は、このような方向において、量的側面のみならず、質的な転換をともな
っていることに注意しなければならない。
（６） 
わが国において９℃、昭和三五年以後における労災保険法の改正はすでにこの進展の傾向を示すのであるが、英・仏
においてはこの傾向はより顕著であった。その立法形態の進展は、大きくとらえれば個別的使用者責任法制から労災
但級隈法制への推移を示しており、「責任から社会保障へ」は、法形態としては「個別責任法制から労災爆陳法制へ」
の転換となってあらわれている。ここにおいて、すでに両法制の間に原理的、本質的差異がありうることが察知され
る。しかるにわが国では両制度を併用するという独特の形態をとってきたため、両者における原理的差界は顕在化さ
れることなく、むしろ労災狸繊映は個別責任制確保のための手段としてその蔭に埋没せしめられてきた。そのため、労
災補償の本質も個別責任（労基法上の使用者責任）を中心として論ぜられてきたものと認められる。
しかし両者はもともと原理上異りうるものを秘めており、最近の労災爆陳法の改正（とくに昭和三五年、四○年の
改正）は、両制度に補償内容上かなりの相違を生ぜしめ、ようやくわが国においてもその差異が顕在化せしめられた
と認められるのであり、もはや二つを一体として理解することは許されない段階にきているといえる。この二つの差
（７） 
異についてはすでに一部の学者によって一不唆ないし指摘がなされているところであるが、本稿は以上のような観点か
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らより明確に両制度を区別する立場に立ち、まず個別責任の本質とその理論的帰結としての補償原理、補憧構造を検
討したのち、それとの対比において、個別寄荏制から分離して将来の労災補徽翻度の中心となるぺき労災爆陳の独自
の原理や構造について、現行法制を離れた立場において考察しようとするものである。この将来の労災補償制度とし
ての労災倶慶こそは社会曝陣としての労災保険であり、本稿の主目標は、この社会保障としての講火爆陳の特質の究
明にある。
（１）労災補償の本質に関する諸見解については、戦前のものとしては、菊池「労働法の主要問題」一九六頁以下、戦後では村
上「労災補償の基本問題」一○四頁以下、花見「災害補償と民事責任」（労働法大系５所収）、水野「労災補償の法榊造」（東
洋法学一二巻一号、一一・一一一合併号）などにくわしい。なお戦前においても菊池教授は、一般説に対し労災補償の社会法的性
（２）両説をめぐる諸見解については村上前掲書にくわしく分類整理されているが（一四五頁以下）、比較的最近の著作として、
損失てん補説に属するとみられるものは一一一島・佐藤「労働者の災害補償」があり、生活保障説としては水野前掲がある。
（３）もっとも生活保障説にもその立論に差があり、たとえば水野灘師はかかる理解を批判される（前掲一一一巻一号九○頁）。
（４）同旨、荒木「災害補償の主要問題」法文諭叢一四号六八頁。
（５）補償の本質の把握いかんが法の解釈上いかなる差異をもたらすかについては水野前掲にくわしく分析されている。
（６）昭和一一一五年の法改正以前の段階においても、吾妻教授はつとにこの傾向を指摘される（「災害補償と社会保障」（労災一九
－、
７ 
、-グ 格を強調された。
題」（法文論議
講座８）、角田
頁以下）など。
五七年八月号））
たとえば石崎（「労働災害の補償における法の動向」（菊池祝賀「労働法と経済法の理論」所収、荒木「災害補償の主要間
」（法文論叢一四号五九頁）、「労災補償と社会保障」（民商法雑誌五四巻二号）、林「災害補償責任の法的性質」（新労働法
座８）、角田・小倉編「現代の社会保障」一一一一一七頁以下、桑原「労災補償をめぐる方法的諸問題」ジュリ四四一号一四五
まず、個別責任の本質をいかにとらえるかである。
上述のごとく、損失てん補説と生活保障説の議論は、目下のところ個別責任としての労基法上の補償を中心として
なされているとみられるが、この個別責任の本質については、それが沿革的には損失てん補的性格のものとして登場
（１） 
したことが前説にきわめて有利に作用することは否定できない。またさらに、現行市民法体系のもとにおいては、私
人としての使用者には当然には労働者の生活保障義務は認められ難いことも同じくこの説にとって有利である。しか
し沿革的事情を切り離してみた場合、個別責任制は民法上の責任のごとく私人間の利害調整たるにすぎないものでは
なく、その制度の確立をとおして、国家の労働者に対する生活保障雲霧鈴（究極的には憲法一一五条に基．つく）を実現し
たもの、すなわち国家的な労働者の生活保障政策の一環を構成するものとして、そこに生活保障説が妥当する余地も
（２） 
ある。そこで、この点について若干立入って考察してみたい。
もし生存権理念を背景とした生活保償的見地に徹すれば、さきに一言したように、災害が業務上生じたか否かはさ
したる重要性をもた程哩・災害が業務上生じたことは、使用者の責任の契機であるにすぎず根拠ではない。むしろ、
労働災害も私傷病や失業その他の労働者の生活上の危険一般と同一次元におかれることとなろう。そして使用者の責
任は、国の社会保障政策上、法によってとくに課されたものとして、健康保険や失業保険等の一般社会保険法上の責
任と同質的にみられることにもなる。もちろん、これは生活保障的観点に徹した場合のことではあるが、この観点か
らみた個別責任の観念は、少くともかように解される原理的基礎をもつことは否定できないと思われる。
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問題は、個々の使用者が、その全額の負担において、被災労働者に直接的補償責任を負うという個別責任制が、は
たしてかような原理的基礎に立つ生活保障の観念によって十分に把握されうるかである。失業保険等端的な生活保障
とみられる他の被用者保険においては、使用者の義務（拠出義務）は直接的な義務でなく、また目下のところ労使折
半の費用負担が原則で、これに国庫負担も加わっていることを考え合せると、労災補償の使用者責任はきわめて重い
とみなければならない。そこで労働災害についてはなにゆえに使用者はこの重い責任を負わなければならないか。
そしてなにゆえにそのことが合理的と認められるかである。ここに個別責任としての労災補償が一般の生活保障原理
と異る原理に立つものであることを察知せしめる。すなわち個別責任は、労働災害が労働者の他の生活危険と異る特
殊な関係がある点に着目し、これに強く結びつけられた制度との理解に導く。その特殊な関係とは、いうまでもなく
、
、
、
、
、
、
、
、
労働災害が他と異り使用者の労働者に対する支配関係内で生じたという一」とであり、個別責任は、使用者が自己の支
、
、
で
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
配関係内において労働者に災害を蕊らせたことに対する責任とより強く理解されうるのである。労働災害は、つねに
危険を内蔵する近代企業において体制的に、かつ使用者の労働者に対する支配関係（指揮命令ｌ服従関係）のもとに
おいて生ずるものであり、使用者は、かかる近代企業設備と労働者に対する支配力によって利潤を得るに反し、労働
者は災害によって生活の手段を失う。ここにいちじるしい社会的不正義、災害の発生を導いた使用者に対する非難性
がみられる。すなわち、使用者に、民法上の観念における故意、過失はないケースとはいえ、いやしくも私的利潤追
究のために、その支配関係のもとにある労働者に災害を豪らせたことに対しては、過失にも準じた帰責性、非難性が
認められるのである。そして私は、個別責任制の主要は法理上の基礎をこの個人としての使用者に向けられた（その
（４） 
意味で個人法的な）帰責性、非難性に求めたい。使用者が単独で全額の補償責任を負うことの基礎づけは、生活保障
心観念をもってしては著干不十分と思われるのである②、
このように解すれば個別責任の本質はやはり損失てん補と認めるのが自然である。ただし、近時の学説が明らか
にしたごとく、その損失てん補は民法上の損害賠償責任の延長上のものではなく、生活保障的性格と無縁のものでは
ない。個別責任としての使用者の補償責任は、民法上の損害賠償責任が、生存権理念を背景とする労働法的、生活保
障的原理によって修正を受けたものである。それは労働力以外に生活手段をもたない労働者にとって、労働災害は何
よりも生活上の危険としてあらわれるところに由来する。生存権理念に立脚する労働法は、労働災害をこのような労
働者の生活上の危険を生ずるものとしてみ、この角度から労働者の救済を図らんとするのである。かかる個別責任の
労働法的性格から、その補償内容は労働能力の回復ないし労働者の生活補償が中心となって、衣服、所持品等の財産
（５） 
的損害や、精神的損害は対象とされないこと、遺族補償の受給権者は、民法上の相続人と一致しないこと、補償が定
（６） 
額責任であることなど、民法上の損害賠償に対しいちじるしい特色を一示すので延巫・
しかし、かかる労働法的修正を受けてはいるが、以上にみたごとく個別責任は根本的、本質的には損失てん補であ
る。そしてこのことから個別責任には損失てん補としての補償構造をとらしめることになり、以下のごとく生活保障
としてのそれとの間に大きな相違を生ぜしめ、かつ補償の生活保障化に制約を課することとなる。
まず補償額について。もし生活保障の観点に徹した場合、補償の理念は、「業務傷病の後における生活そのものの
百）
保障であり、あえて事前の生活を問うものではない」のであり、補償額は、被災時における労働者の賃金とは無関係
に、被災以後における生活維持に要する額が標準とな麩犯・しかし、損失てん補的構成一ととれば、被災前における労
働者の賃金額以上の標準を求めることは理論上困難となる。この立場からは、被災時における賃金を標準としててん
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いわゆる「災害の業務上性」認定基準について、周知のごとく、わが国の行政運用では業務遂行性（「当該労働者
（、）
が労働関係のもとにあること」または「労働者が労働契約に基づき事業主の支配下にあること」）および業務と傷病
等による損害との間の因果関係たる業務起因性（くわしくは、業務と災害、および災害と傷病との間の一一つの因果関
（ｕ） 
係）の二つの要件が必要であるとする二要件主義がとられている。しかし、生活保障説からは、前述のごとく災害の
業務上・外性はもともとさほど重要な意味はないから、この要件をできるだけ緩和して解そうとし、一一要件のうち、
〈皿）
（週）
業務遂行性を中心として考察すべしとし、あるいはいずれか一要件でも足りる場合があるとの説も立てられる。そし
（皿）
て通勤災害の場合にも業務上性を認めんとする説も主張されている。
しかし損失てん補説からはその拡張的解釈ないし立法には消極的となる。個別責任ないしその損失てん補性の基礎
また補償形態の面についても、損失てん補性は補償の年金化になじみえないものをもつ。けだし、補償が年金化さ
れれば、補償額はその年金の支給される期間に依存することとなり、本来の意味における損失てん補の観念とは合致
しないものがあるからである（この点についてはのちに改めて詳述する）。
さらに、補償の対象としての災害の範囲についても、損失てん補としての個別責任の原理はそれに一定の枠を与え
る。この限界外に置かれる典型として、災害が使用者にとっての不可抗力によって生じた場合、なかん．つく通勤災害
る
り
る
。
こ
の
限
界
外
に
園
」
の場合があげられる。
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されるべきであり、補償額は賃金比例制が建前となる。このことは、被災労働者が若年者であったり、試用工であ
って、被災時における賃金が低額であるような場合には不当な結果をもたらすこととなるが、やむをえないこととな
を、前述の私見のごとき使用者の労働災害についての帰責性にあるとみれば、補償の対象としての災害は、使用者の
支配関係を媒介として生じたこと、すなわち使用者の企業施設との関連ないし使用者の指揮監督のもとで生じたもの（お）
であることが要請せられ、したがって業務遂行性はもとよりのこと、業務起因性も基本的には必要であることとなり、
通勤災害の業務上性についても消極的な結論が導かれる。けだし、通常の労働日においては、労働者が使用者の指揮
下に入るのは、使用者の指定する作業場への到着以後であって、使用者の関知しないそれ以前の段階での災害につい
Ｂ） 
ては、非難性、帰責性はないからである。
（Ⅳ） 
同様に、災害が天災地変、第三者の行為等の不可抗力によって生じた場合も消極に解すべきこととなる。
以上、個別的使用者責任が本質的には損失てん補であること、および、きわめて概括的ながら、そのことからの論
理的帰結としての補償構造をみた。個別責任制は、損失てん補であることから、以上のごとく、その補償構造に種々
の制約を受けるのであるが、これを打破し、労災補償制度をより前進させるためには、個別責任とは別個の原理の上
に立つ制度の進展にまたなければならない。かかる要望をになって登場するのが以下で述べる労災保険の制度である。
（１）村上氏はこのような角度から損失てん補説を強調せられる（前掲書一一○○頁注（２）、二四五頁）。
（２）安屋教授は、労災補償が生存権保障を志向するものであることを認めつつ、一般社会保障上の給付との対比の意味から、
それは直接生存桧に基礎を置くものでないとされるが（「労働災害補償の法理」学会誌労働法一三号一六頁）、労基法自体、
生存権を基礎とするものと理解される以上、労災補償もそれに基づいたものと解されてよいと思われる。生活保障説をもっ
とも徹底して批判されるのは村上氏であるが、氏の批判点の中心は、使用者の義務が生活保障たるためにはそれが総体とし
て労働者の生存を現実に保障するに足りるものでなければならないところ、労基法はその性格上使用者に具体的な労働者の
生存権保臓義務を課するものでないことにあると認められる（前掲書二○二頁以下）。しかし労災補償の基本的性格判断の
問題は、それが具体的に、あるいは現実に生存権を保障するに足りるか否かとは別問題と思われる。三島・佐藤前掲書六○
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（５）最高裁も精神的損害の填補は含まないとする（最判昭虹・皿・１、最高民集二○巻一○号）。それが労災補償の本質上そ
うなのか、現行の補償額からみてそうなのかは明らかでない。これを労働協約によって含めしめることは可能であろうが、
立法論上、慰籍料を規定しうるかは若干の問題があろう。
（６）労災補償の定額制をどうみるかについては見解がわかれている。無過失責任であることに対応する責任の縮減、あるいは
補償の簡素化、迅速化からの要請とみる（慶谷、「災害補償」（旧労働法講座五巻、一、一一一四四頁）、村上前掲響一一一一八頁、花
見前掲一九五頁など）一般的考え方に対し、生活保障説からはその生活保障的性格が主張されている（窪田、「災害補償と
損害賠償」季刊労働法一一七号一一一頁以下）。松岡教授も算定方法を平均賃金に求めたことを労働者の生存権保障をねらいと
するものとされる（前掲譜八二九頁以下）。私も単なる簡易迅速性からのみの帰結ではなく、また責任の縮減でもないと思
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頁以下も村上氏と同様の点をあげられるほか、労働者の重過失による免責規定の存することも指摘されるが、これもとくに
法が災害予防的効果を期待したものとも解されるから、批判として決定的きめ手とはならないと思う。
（３）松岡「条解労働基準法」新版下八一一九頁。ベパリッジも「労働者が事故でその脚を失った場合は、事故が工場内で起ころ
うと道路上で起ころうと、彼のニードには変りがない」（山田鑑訳「社会保険および関連サービス」五六頁）として労働災害
についても一般社会保障の原則で処理すべきことを主張している。
（４）労災補償を基礎づける理論は、従来から危険責任、公平の観念等がとられ、歴史的にも変遷をみせるのであるが、業務自
体の危険性に着目する業務危険の観念は、補償の対象が商業経営内の労働にも拡大されるにおよび、使用者の労働者に対す
る指揮命令に危険の原因があるとする権力危険の観念に発展したといわれる（石崎前掲響五三八頁以下）。私もこの観念を
最も妥当と認めるが、その根底には使用者に対する非難性が存するものと解する。一般に無過失責任においては、非難性は
麺的に弱化し、質的に変化するといわれるが（加藤「不法行為」（法律学全集）一一五頁以下）、同教授もいわれるごとく、技
術の向上は災害予防措置をも発達せしめるのであり（同醤一一八頁）、もしその防止がどうしても不可能ならば、そのような
企業設備の存在自体許さるべきものではない。また使用者が労働者を消耗品視し、その災害による犠牲の上に安住するとい
う資本制生産体制にもいちじるしい不正義が認められる。かような意味あいから、こと災害補償に関しては、非難性は避的
には劣るものではないと思う。ただ、質的には労働者の人格尊重ないし生存権保障の原理が加味されてくる点に差が生ずる
●ものと解する。
￣ 
（通）休日における特命出勤や特命出張での交通事故について業務上性が認められており（昭二四、一、一九基収一一一一一一七五号、
昭一一四、一一一、一五基収三○○一号、昭三四、七、一五基収二九八○号）、荒木教授は使用者の特命の有無は本質的な問題
でないとされるが（法文論叢一四号六○頁）、特命の場合は労働者が家を出るときからすでに使用者の指揮、監督下の行動
とみられ、本文で述べたごとき個別責任の性格にかかわらせた場合は、やはり通常の通勤災害とは本質的に異ると思う。
（灯）しかし、このことは天災等による災害のすべてに業務上性を否定することにはならない。たとえば落雷の場合、変電所、
鉄道等、その企業施設がもともと落雷の危険性をより強く内蔵しているようなときは、やはりその企業主に対する帰責性は
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（８）水島「英国における労働災害賠償制度」一一一一八頁。
（９）ただし、第四節注（４）参照。
（、）労働基準局編著「労災補償業務上外認定基準の詳解」一○三頁以下。
五）もっとも認定過程上、業務遂行性は、業務起因性の第一次的判定基準とされる。労働基準局編著前掲書八四頁。
（、）荒木「労働災害と社会保障」（民商法雑誌五四巻二号一四五頁）。これに近いものとして一一一島・佐藤前掲譜七二頁以下では、
業務遂行中に生じた災害は原則として業務起因性の存在を推定せんとされる。
Ｅ）有泉「労働基準法」四四○頁。もっとも同教授が本稿で分類したような意味での生活保障説に立たれると即断するもので
〆－，
７ 
、＝〆頁（窪田）。
はない。
ぅ。労災補償が労働者の生活上の損失てん補として、その額は同じ労働者階級に属するすべての労働者に定型的、標準的に
定立されうるところからきていると思われる（安屋教授は、労働関係において常に要求される画一性、定型性の結果とされ
る（前掲一七頁））。しかし賃金比例制をとり、また被災労働者の具体的生活事情を一切加味していない点では、生活保障で
完全に説明できない面があることは否定できない。
民法上の損害賠償と労災補償（工場法上の）との差異についてくわしく対比されているものとして、岡実「工場法論」（第
一一一版六一七頁以下）。
荒木、前掲民商法雑誌一四一一一頁、岡、法文論叢一四号六○頁。水野前掲一一一巻二・一一一合併号九一一一頁以下・
個別責任においては業務起因性の要件が必要であるのもやむをえないとする立場として、西村外「労働基準法論」一一一一一一
由来、個別責任制としての労災補償制度は、使用者にその責任履行のためのばく大な負担を負わしめることになる
（１） 
ため、その危険を多数の使用者間において分散するための責任保険の制度が不可避的に結〈口してきた。わが国におい
ては、健康保険以来、個別責任（工場法上の責任）と平行して強制保険制度が法制化せられてきたが、かつての英・
仏のごとく、個別責任制のみがとられてきた国においても、使用者による任意保険への加入が当然に予想せられ、か
つ多くの使用者がこれを利用してきた。
ところで、この責任保険とは、「被保険者が第三者に対して一定の財産的給付をなすべき法的責任を負担したことに
（２） 
より蕊る損害を填補することを目的とする保険契約」であり、被保険者の責任負担による損害をカバーするための手
段として用いられるものである。そこで、責任が責任保険に付保されたことによって、その責任自体の成否や性格に
ついて格別の変化は生じないはずであるし、また保険は責任の背後にあって表面に出ることもない。労災保険におい
ても、それが責任保険としての性格を保つかぎりこれと同様の理で、使用者の補償責任に対して格別の意味をもつも
のではないはずである。したがって、個別責任とそれを保険化した労災保険との間に原理的相違もありえないはずで
るか。
ある。 以上の個別責任に対し、労災保険においては補償の原理にいかなる変化が生じ、それがいかに展開されることにな
認められよう。
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しかしながらや単純な形での責任保険においても》保険とその対象としての責任との間に機能上若干の差異を生じ
うることが指摘されている。すなわち責任保険は、被保険者の民事責任を保険料の形で多数の保険契約者間に分散し、
形式的には個人責任であったものを実質的には社会的責任に転化せしめ（損害賠償の社会化）、そこにおいてはもっ
ぱら賠償機能のみが発揮されることになり、保険の対象としての民事責任における懲戒的、訓戒的、予防的機能を抹
（３） 
殺する傾向をもっとされる。このことは労災保険についてもいえることであり、それが単純な責任保険の形をとって
いたとしても、使用者の個別責任における前述のごとき非難性、帰責性と絶縁する傾向をもっといえる。責任と保険
におけるこのような乖離現象は責任の保険化自体に一の問題を提起するものではあるが、逆に保険制度を利用するこ
とによって、責任なき損失のてん補が可能となる。そしてこの可能性は、裏面からみれば保険給付の、損害賠償から
損害分配ないし生活保障への原理的転換の可能性であり、かかる方向における労災保険の個別責任からの原理的飛躍
（４） 
の可能性を一示唆するのである。
しかし、労災保険が単純な責任保険として被保険者たる使用者の利便の目的にのみとどめしめられている場合には、
この可能性は可能性としてのみにとどまり、いまだ現実化、顕在化せられない。労災保険に大きな原理的変化がもた
らされるのは、これに対し国家的観点からする被災労働者保護の原理が結合したときである。この国家的観点は、労
働者の生存権保障の理念に基づくことは多言を要しない。この国家的観点においては、労働災害は私傷病同様、労働
者の生活危険一般の次元において、すなわちその一態様としてのみ映ずるのであって、それが使用者との関係におい
ては労働者に対する過失にも準じた責任の面においてとらえられるのといちじるしい差異を示す。もちろんこの責任
の面に着眼した個別責任制も、前述のごとく、その制度の確立をとおして労働者の生活保障を図ったものとして、国
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の生存権保障理念の一発現形態とみることは可能である。しかしそこにおける国の地位はあくまでも監督者的なもの
でしかなかった。しかし労働災害の激増と生存権原理の進展にともない、個別責任制のもつ労働者の生活保障に対す
る限界が認識されるに至り、その制度そのものの再検討とともに、国はそのような監督者的地位を脱して、労働者の
生活危険の一態様としての労働災害に関し、被災労働者保護のためにより直接的、主体的役割を演ずる必要に迫られ
（５） 
る。そしてこの結果、労災保険はつぎのような諸点においてきわめて重要な機能的、性格的転換をとげ、その責任保
（６） 
険的性格は大きく崩解するとともに、個別責任とは独自の原理をになって展開することとなる。
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被保険者たる使用者の利便のための制度として、その責任負担による損失カバーを本来の目的とした責任保険の原
理に代り、労災保険は被災労働者保護を第一義的使命として、その労働能力の回復および生活危険の保障そのものを
目的とする制度としてあらわれる。
ここからまず労災保険の強制化が導かれることとなるが、保険者たる国の地位にも大きな変化を生ずる。すなわち
それは、責任保険における単純な保険者、形式的、媒介者的保険金支払者たるにとどまらず、生存権理念にもとづき、
より実質的、直接的な被災労働者の生活保護者として登場する。極言すれば、労災保険は国の被災労働者保護のため
の媒介的制度に転化することとなるのである。そしてこのことから、労災保険における補償関係は、国対被災労働者
の関係が最重要な関係として前面に進出し、国対使用者、および使用者対労働者の関係は副次的、二次的なものとし
？） 
てその背後に後退することとなる。
わが国の場合、労災保険は昨年（昭四四）の法改正によりようやく全面的強制保険化の体制がとられることとなっ
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責任保険における前述のごとき責任と保険との機能的乖離の傾向は、⑩に述べた点との関連から労災保険において
はとくに助長される。すなわち、労災保険が側に述べたごとく被災労働者の生活保障を第一義的使命とする国の制度
となり、補償関係において国対使用者および使用者対労働者の関係が後退したことから、理論上、労災保険からの補
官）
償は使用者責任の成否と直接的関連性を有しなくなり、保険と使用者責任の関係は切断されることになる。
このことから、労災保険の補償内容や補償領域は使用者の個別責任とは別個の、労災保険独自の原理によってきめ
られうることになるし、責任なき補償も可能となる。現行法に即していえば、昭和三五年の法改正以後、労災保険法
上の給付額が、年金化によって労基法上の使用者の責任額を上廻りうるに至ったことはこの顕著なあらわれである。
また補償領域（災害の範囲）との関連では、個別責任においては厳格に要求せられた災害の「業務起因性」はその意
味を弱める。この労災保険の補償領域をどうとらえるかはのちに譲るとして、少なくとも災害の業務上性の要件は緩
和せられＰ個別責任では対象とされえなかった災害が対象とされる可能性が生ずる。
⑧保険料の性格変化と国庫負担の導入
（９） 
純粋な責任保険においては、保険料は保険者の危険負担に対する報酬たる性格をもち、主としてその危険率に対応
して決定されるが、図に述べたごとく、保険と責任とが切断せられ、前者が後者を必ずしも前提としなくなったこと
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たが、保険者たる国による直接補償制や、保険加入者（使用者）の保険料滞納等の場合およびその故意・過失による
災害の場合にも給付制限されなくなった点（旧一七条’一九条対照）などは以上の傾向のあらわれとみることができ
る。
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により、労災保険においては、保険料のかかる危険負担に対する対価性は稀薄化し、むしろ国家的労災補償事業に対
する経費負担としての意味合いをもつに至る。すなわち、保険料は、国が使用者に対し、その責任の有無を問わず被
災労働者の生活保障のために義務づけた拠出金としての性格をおびる。そしてこのことは、労災保険における使用者
（、）
の保険料と健康保険その他の一般社会保険における使用者の拠出金との同質化を一示す。
かくして保険料額決定の基準についても、災害発生率以外の要素Ｉたとえばその使用者の経費負担能力に比例せし
（、）
めるごときｌによって決定されることが可能となり、いわゆる危険のプール化も促進されることとなる。ここからさ
（辺）
らに、労災保険における使用者の全額負担制ももはや絶対的なものではなくならしめる。労災保険が労働者の生活保
障のための国の直接的制度として展開し、使用者責任と切断された以上、その財源を何に求め、誰に負担せしめるか
は、国の独自の政策的判断の問題となるのである。そして国自身も負担すべき理論的余地が生ずることとなる。むし
ろ、国が労災保険制における実質的補償者の地位に進出したことは、その経費（とくに事務費）についても積極的に国
が負うべきものと考えられる。わが国においても昭和一一宝年以来国庫負担が導入されたことは、以上のような労災保
険の性格変化に対応するものと認められる。この点に関し、学説には従来の使用者全額負担制が一部国庫に肩代りさ
れ、その分だけ使用者負担が軽減されることを警戒してか、その意義を過少評価しようとする傾向がみられるが、昭
和一一一五年の国庫負担導入が、労災保険法上の給付内容が労基法上のそれを上廻った分をカバーするためになされた沿
革にてらしても明らかなごとく、それは労災保険の制度的前進に伴う経費増を国庫が負担したものとして積極的に評
価すべきものであ誘一
（１）一般に無過失責任には保険化が必要だと説かれるが（たとえば加藤加掲書一一八頁）、伊沢教授によれば、「責任保険による
（２）大森「保険法」（法律学全集）二一五頁。
（３）伊沢前掲五五八頁以下、加藤前掲書四○頁。保険が災害補償責任に及ぼす影響についての一般的考察としては石崎前掲書、
と
く
に
五
四
一
頁
以
下
に
く
わ
し
い
。
な
お
、
商
法
学
者
に
よ
っ
て
、
損
害
賠
償
責
任
自
体
が
非
難
的
要
素
が
稀
薄
化
し
、
賠
償
機
能
の
み
が
優
越的となる歴史的傾向が指摘されている（小町谷「保険と民事責任」（田中退官記念三一二頁以下）。
（４）一般に無過失責任においては加害者に対する非難性の意味はうすれ、損害の賠償から損害の分配の観念に移行する傾向が
指摘されている（加藤前掲書二五頁以下、有泉前掲書四三六頁以下）が、前述のごとく私は個別責任としての労災補償補償
責任にはなお強い非難性が背景として存在することを認める。しかしこれが労災保険においては損失てん補機能のみが作用
ｋその非難性は後退するものと解するのである。
（５）労災保険における国家の地位を論じたものとして、荒木前掲、民商法雑誌一五三頁以下、窪田「労災補償の今後の問題」
（現代労働問題辮座６）三一○頁以下がある。本稿はこれら論稿に負うところが大きいが、両教授とも個別責任と異り、労
災保険においてはまず個別資本に代って資本総体ないし総資本が責任負担者となることを認められ、これとの関連で、その
資本総体、総資本とは一応別個の立場としての国の地位を論ぜられる。しかし法律的に資本総体あるいは総資本が何である
か不明であるが、これを個別資本の単なる集合体と解するならば、それは多数者の結合によって危険の分散を図る保険制度
一般の原理を説明したにとどまり、個別責任に対する労災保険独自の原理を十分導き出すことは出来ない。もっとも、とく
に年金制の採用によって、個々の使用者の負担金と責任との牽連性は大きく破られ、労災補償を全使用者が共同で負担する
関係（危険のプール化）は顕著となったが、これのみでは労災保険における生活保障原理を把握するには不十分である。労
災保険の原理の説明に「団体責任」の観念が用いられることもあるが（たとえば村上前掲書三八頁以下）、これも一般の保険
原理の説明の域をあまり出ていないように思われる。私は労災保険の独自性の最重要な基礎を直裁に国民の生活保障者とし
ての国家がより大きな比重において制度の中に地位を占めるに至ったことに求めるのであり、この点は角田、小倉編前掲響
の立場も同旨か（三一一七頁以下）。
（６）労災保険が単純な責任保険でない点はすでに石崎前掲書五四三頁以下、村上前掲書二八五頁以下にくわしく論ぜられてい
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衡平な損害の分配の可能を前提として結果責任は認められている。」（伊沢「責任保険の発展とその止揚」（我妻還暦記念、
中巻五六○頁）。
以上が単純な責任保険から発展した新たな労災保険の主要な構造原理であった。かかる独特の原理をになって労災
〆￣、〆－，
１３１２ 
閨＝ジ、－〆
（９）大森前掲書七六頁。
（、）丙・の田口、の円の指摘である。。ご・、】戸・・ご・割」．
（ｕ）村上氏の指摘されるところによれば、現在においても、保険料は事業の規模（資力）に応じて負担されている関係がある
（前掲書一一一五一一一頁注）。
る。
（７）同旨、荒木、前掲民商法雑誌一五三頁以下。
（８）労災保険と使用者の責任との関係についてはフランスにおいて論ぜられているところである。多数説は、経費が使用者の
みの負担であること、またその負担額が災害の規模や頻度によって変化することなどから、労災保険においても、保障者た
る社会保障金庫は表見的保険者にすぎず、使用者は依然として補償責任を負っていると解している。これに対し、労災保険
の社会保障性を強調する立場から反論がなされ、使用者責任は排除されたものとみる（罰・臼自腹：ロ】ロ［盲目月旦①」餌
⑪、。戸口【か⑪。ｎ国］の醜日一四『＄ご・■⑩答昌忌日ご』』の》厚。】斤晩。ｎ国』】垣鼠這・田⑭ｌ・石崎前掲五五一頁以下にくわしく紹介さ
れている。）。この説では、労災保険は民事責任を前提としないものと解し、使用者全額負担の点も、もはや労災保険にとっ
て絶対的なものではないとする。労災保険の社会保障的性格を鋭くついたものであって、私もこの説に影響されるところが
大きい。
村上氏は、国庫負担につき、労災補償に国の責任が認められたものではなく、産業政策的な配慮による補完的負担とされ
る（村上前掲書一一一六一一頁以下）。また窪田教授も「労災保険給付に対する資本の社会的責任を補完する機能を営むことにな
る」とされ（現代労働問題鱗座６、一一二○頁）、積極的な評価はされていないが、本文に述べたごとく、私は制度の発展と
して大きな意義を認めるのである。この点、角田・小倉編前掲書三一一一五頁（桑原）は積極的に評価されている。
註（８）参照。
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四社会保障としての労災保険における労災補償の本質とその補償構造
一
八
保険は個別責任の原理から離脱し、独自の法制上の位置を取得するに至る。それは個別責任とは別個の、国の労働者
に対する生活保障の原理を基軸とするものとして、われわれは社会保障としての労災保険といいうるであ二型・世界
も
や
、
、
、
、
、
、
『
、
、
、
の大勢は、労災補償のかかる労災保険の形をとおした社会保障化が指向されていると認められるが、ただ、一」の社会
保障化は、一挙になされるものではなく、わが国も含めて、各国の立法政策により多様な段階が存しうる。わが国の
場合、昭和三五年の法改正以前においては、労災保険は労基法上の個別責任の履行を碓保するための手段としてそれ
に密着せしめられていたため、上述のごとき社会保障原理はほとんど見出し難かった。もっとも、強制保険制がとら
れ、また保険者たる国の被災労働者に対する直接保障制はとられており、私保険（責任保険）とは異った社会保険的
性格を帯びるものではあった。しかしそれはより上位理念としての社会保障の一環たる性格をもったものとはいえな
（２） 
かつた。だが最近の法改正、とくに昭和四○年の改正によって、その社会保障的原理は大きく進展せしめられること
となった。保険者たる国の地位も、前述のごとく、従来の単なる監督者的、媒介者的地位から脱して、より積極的、
実質的な補償者としての地位に移行したものとみられる。
かような労災保険の社会保障化によって、補償（保険給付）の本質にも変化がみられることになる。個別責任のも
とにおいては、補償は損失てん補たることから脱却できなかったが、ここでは生活保障として装を新たにする。純粋
な責任保険であれば、それは被保険者の責任負担なる危険を分散する手段たるに過ぎないから、被保険利益としての
責任と保険給付とは、前者に後者が代替するものとして、質的同一性が保たれ、前者が損失てん補であれば後者も同
様に解される。しかし責任とは独自の原理をになう社会保障としての労災保険においては、その保険給付自体にも独
自の性格が与えられるのであり、その制度の社会保障としての本質に照応し、生活保障としての性格を帯びるものと
労災保険における社会保障原理
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そして、以上のような社会保障としての労災保険の基本的性格と、そのもとにおける補償（もはやこの名に値しな
いのであるが、以下においても便宜上この語を用いる）の生活保障性は、補償内容、補償形態、補償領域などその補
償構造にも個別責任におけるとは異ったものを創造することとなる。その若干についてはすでにふれたが、重要と思
われる諸点について、以下で改めて考察してみたい。
まず補償額の形態について。損失てん補としての個別責任においては、前述のごとく賃金比例制がもっとも自然な
形である。しかし生活保障である「社会保障としての労災保険」においては、「業務傷病の後における生活そのもの
の保障」を理念として、被災時の賃金額とは無関係に、被災後の生活維持のために必要とみられる一定額を支給する
（４） 
ことがもっとも標準的な形と者這えられる。この点に関し、昭和四○年改正法が一般的な給付基礎日額たる平均賃金相
等額が低い場合には最低額（三八○円）の保障をした（一一一条の一一、二項）ことおよび遺族年金額に家族加算制を導
入したことは部分的にではあるが賃金比例制を破り、生活保障的性格を打ち出したものとして注目に値する。一般に
は世界の多くの国では賃金比例制が維持されているが、社会保障としての労災保険においては、少なくとも労働者の
最低生活を保障するに足りる額が確保される必要がある。
つぎに補償形態として年金制の問題であるが、わが国においては昭和三十五年の法改正によって制度化されて以来、
この性格の理解について損失てん補説と生活保障説とでは全く対立している。後説の立場からは、年金制はまさに労
（５） 
災補償の生活保障性のあらわれとしてとら』えるが、前説からは、一時金方式が被災者の余命年数の長短にかかわらず
一率の額を支給したに反し、終身間支給を継続する年金は、現実の余命年数を事実においてカバーする補償が可能で、
（３） 
認められる。
そして、刺 労災保険における社会保障原理
二
○ 
（６） 
「従来以上に適正な損失てん補」とみる。前述のごとく、労災補償が損失てん補であるといってＪｂ、労働者の生活上
の損失てん補であるから、生活上の損失の続く間、長期にわたって補償を継続する年金制は、より合理的な損失てん
補とみることもでき、法技術上の難点を除けば、個別責任制のもとでも採用は可能で、したがって理論的には社会保
障としての労災保険に独自の形態といえないかもしれない。
しかし年金制は、握洗的意味での損失てん補の網悉とは合致しないことはもとより、被災労働者の生活上の危険が
、
、
存する間、その生活を保障するものとして、損失てん補としてよりも生活保障としてのみ方をとりうる余地が大であ
ることは否定できない。そして年金制に一般的賃金水準へのスライド制や家族加算制が結合されるとき、この生活保
障的把握がより妥当となる。とくに家族加算との関連で、補償額が被災時の箪笠額とは無関係に、家族数という労働
（７） 
者の生活必要度の要素によって左右されるということは、その生活保障的性格を強く暗一不するのである。かようなと
ころから、年金制は生活保障的性格を帯びたものとして、社会保障としての労災保険に調和した補償形態となり、今
後の労災保障の中心的支給形態となるものと目される。
さらに補償領域（対象となる災害の範囲）の問題であるが、上述のごとく個別責任においては厳格に制限を受けた
業務上災害の範囲は社会保障としての労災保険においては緩和され、使用者にとっての不可抗力の場合の災害、なか
ん雲つく通勤災害をも対象とすることが可能となる（現行労災保険法の解釈論としてではない）。それは、個別寄荏制
においては、その上述のごとき本質から、補償の限界は使用者の側からみた「責任の限界」の問題としてみられる必
要があったが、社会保障としての労災保険においては、逆に労働者の側からみた労働履行に関係ある生活部分（労働
生活部分）の範囲の側面からアプローチされうることとなるからである。ではその労働生活部分とは具体的にどこま
労災爆陳Ｕ一おける社会保障原理
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この問題は、しかし、労災保険が社会保障制度の中に組込まれたことにより、全社会保障体系中それをどこに位置
づけるか、具体的にいえば、業務上傷病を対象とする労災保険と、業務外傷病を対象とする健康保険、厚生年金保険
等の一般社会保険との境界をどこに求めるかの問題となってあらわれる。しかも、労災保険が、他の社会保険に比し
て給付内容、給付条件等において何らかの有利性が確保されている場合にのみ論ずる実益があるわけである。現在世
界各国の立法例は、労災保険には何らかの形においてその有利性を認めているのが一般であり、それゆえに災害の業
務上性が問題とされているのである。しかしながら、このように労災保険を特別有利に扱うことは他の一般社会保険
の低位性を物語るものでもあり、はたして同じ社会保障体系中かかるアンバランスが許されるか否かは、それ自体論
ぜらるべき一の問題である。そしてもしこのアン。ハランスが解消されるとすれば、労災保険の補償領域設定の問題は
もとより、災害の業務上外の区別による労災保険と他の社会保険との区分自体、制度論上無意味となるのである（業
務上外の傷病を含めて対象としたかっての健康保険が想起される）。
このようにして、労災保険の補償領域の問題はこういった労災保険を全社会保障体系中いかに扱うかの大問題を前
提としているため、これとの関連で論ずべく、いずれ稿を改めることとしたい。
（１）「社会保障」の概念そのものもいまだ確定されているわけではなく、多義的に用いられているため、この概念自体の確定
を要するところである。しかし本稿ではこの点にはふかく立入らず、これを「生存権保障の理念に基づき、国がすぺての国
民の生活を祇極的に保障する政策」と一応理解しておきたい。
（２）労災保険の社会保険性、社会保険と社会保障の関係も必ずしも明砿にされているわけではない。前者については全額使用
者負担であり、責任保険としての意味合いももつところから、一般社会保険と異ってやや社会保険性の稀薄な面もあるが、
で弁一いうのか。 労災保険おにける社会保障原理
￣ 
-
-
-
〆■、〆へ〆￣、
７６５ 
、－ジ、－〆ミーン
（４）ナショナル・ミーラムの思想を根底に、全国民の最低生活を確保する「均一給付」はベパリッジ構想における社会保険の
基本原則であったが、しかしその構想においても業務災害に対する給付については所得比例が認められた点は注目される
（山田監訳、五七頁以下、一一○○頁）。ベバリッジの均一給付の原則はやがて修正を受け、現在、賃金比例制に移行しつつ
あるのであるが、社会保険における給付額のあり方には今後大いに検討さるべきものがあり、この点は後日の研究に留保し
昭和三十五年の改正前の形でも、労働者保護の性格をもつところからこれを肯定できた（これをさらにくわしく論じたもの
として労働省労災補償部編署「新労災保険法」一七七頁以下）。後者については、「社会保険から社会保障へ」の標語が示す
ごとく、社会保障にとって社会保険はそのもっとも主要な柱でありながら、歴史的には個々的に発展してきた社会保険が今
日における社会保障なる上位理念のもとに吸収・統合される過程のなかで、保険原理から保障原理への質的進展の現象が認
められるのであり、かかる進展ののちにおける社会保険を従前のそれと区別できると解するのである。この質的進展につい
ては、屯・炉四『。□ロの》句８日⑩○○旨］百ｍ巨圖巨月【。⑫。、百一ｍ⑥目『］々》旨（①目貫】Ｃ目］田：○日宛①ぐ】⑪急》］巨二の］①念》（〕巨竜
宅曾『ご壹完の［］の。［】ｓ〕⑩自国【噂岡自『鮠。『ぬ（〕、冨一のＣ目『岸］》閂】］（。『息（一○園］田：Ｃ員罰のぐ〕のョ・曰鴎『向云】②ｓ・など。
（３）労災保険の個別責任に対する独自性を認めつつも、その補償の本質については個別責任におけると同様に解されるのは村
上氏である。氏は主として労基法と労災保険法とが姉妹法的な密接な関係にあるところから、「労災保険によって保険給付
として行なわれる災害補償も、その法的本質はまさにこれ（労基法上の使用者責任ｌ鑛者）と全く同一であるとしなければ
ならない」とされる（前掲醤三五○頁）。労災保険の独自性を主張される氏の理論体系から、すでにやや調和しないものが
感ぜられるが、労災保険が労避法と密藩せしめられていた間はかかる見方も可能であり正当でもあった。しかし労災保険が
独自に社会保障的進展を示すときはもはやこの考えはとりえないであろう。三五年の改正後の労災保険法上の給付の性格を
どうみるかは困難なところであるが、同法の労基法からの別離の度合いに応じて、その性格も生活保障化されているとみる
たい。
べきである。
たとえば荒木、前掲民商法雑誌一四九頁。
村上、前掲書一一七九頁。
同旨、角田、小倉編前掲書三二八頁（桑原）。
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以上、労災補償における個別責任制に対比し、労災保険における独自の補償の原理、本質およびそこから導かれる
主要な補償構造について概略、検討した。
労災保険は個別責任制に密着し、これの履行を確保するにすぎない純然たる責任保険の形をとることも可能である
が、労働者の生活危険の一態様としての労働災害に対する国家的生存権保障理念の進展により、両者の結合関係は次
第に破れ、労災保険独自の存在が与えられることになる。これが社会保障としての労災保険である。かかる過程は、
責任から保険へ、損失てん補から生活保障へ、あるいは補償から保障への傾向として把握できるが、労災保険自体に
即してみた場合は、国家目的による保険原則の修正としてあらわれ、保険から保障への推移とみられうる。
わが国の現状はまさにかかる娠換期にあり、一方において個別責任制を存置しつつ、他方においてある程度社会保
障化された労災保険を配するという重複的状態にあり、労災補償法制に一つの混乱をもたらしている。かかる状態は
早急に改善せられ、労災補償の社会保障化が望まれるのであるが、ここで、労基法上の補償制度を廃止し、労災保険
一本でゆくことについては、道義的側面からみて、使用者の責任を消滅せしめてよいかどうかの問題を生ずる。すな
わち、前述のごとく労働災害は、使用者に対する関係ではなお強い非難性が存し、個別責任制度はそれに対する懲戒
的機能ももっていたはずで、これが一挙に廃止されることには社会正義の観念から疑問を生ずることとなる。このこ
とは、「責任から社会保障この推移自体の問題でもある。
しかし、社会保障としての労災補償制度が、より大きな視野に立ち、より高度の原理において労働者の生活保障を
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なさんとするものである以上、やむをえないことと思う。そして使用者に対する非難性、懲戒性の点については、社
会保障化した場合でも、災害の頻度や規模に応じて使用者の保険料により差を設けることによってカバーすることは
可能であるし、またフランスのごとく、その災害について使用者に帰責事情の大きいときは、個別責任をも残存せし
めるという形態をとる途も考えられ、かかる配慮をなせば道義的観点からも是認されうるものと思われる。そしてか
かる配慮は、労働災害の予防的観点からも強く要請されるところである。
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